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第 10 期第２回 令和７年度第２回さいたま市地域自立支援協議会 会議録 

日時：令和７年 11 月 13 日（木）14:30〜16:30 
オンライン開催 

 
 次  第  
１．開  会 
２．議  題 
（１）日中サービス支援型グループホームについて 
（２）地域生活支援拠点等の登録について 
（３）各専門部会の取組について 
（４）日中サービス支援型グループホームの評価等を行う協議の場について 
（５）地域生活支援拠点の検討状況について（北部・南部圏域からの報告） 
（６）障害者支援地域協議会で挙げられた課題の共有について（政策委員会へ報告） 
３．閉  会 
 
 
 配布資料  
①さいたま市地域自立支援協議会 次第・委員名簿 
②【資料１−１】日中サービス支援型ＧＨ法人提出資料 
③【資料１−２】日中サービス支援型ＧＨ法人からの回答・その他資料 
④【資料２】地域生活支援拠点等の登録について 
⑤【資料３−１〜３−４】各専門部会の取組について 
⑥【資料４−１】北部拠点チーム 地域生活支援拠点事業ミーティングレジュメ 
⑦【資料４−２】拠点検討資料(南部拠点チーム話し合いの全体像：2025.9 時点) 
⑧【資料５−１】障害者支援地域協議会で挙げられた課題の共有について① 
        （政策委員会へ報告） 
⑨【資料５−２】障害者支援地域協議会で挙げられた課題の共有について② 
        （政策委員会委員からの意見まとめ） 
⑩【資料５−３】次期障害者総合支援計画策定について 
 
 
 出 席 者  
委  員・・・相浦委員、相澤委員、市川委員、大村委員、小泉委員、酒井委員、澁谷 

委員、髙橋(清)委員、髙橋(純)委員、遅塚会長、三石委員、山川委員 
 



2 
 

事 務 局・・・（障害福祉課）根岸課長補佐、川邉係長、岩澤係長 
伊藤主査、石井主事、會田主事 

       （障害政策課）大久保課長、荒木課長補佐、久城主査 
渡辺課長補佐、稲葉主任 

 
 開会  
（事務局：障害福祉課） 
・出席状況（出席 12 名）→会議成立 
・会議の公開について→議題１及び議題２は非公開 
・資料の確認 
・傍聴９名 
 

 議題１「日中サービス支援型グループホームについて」  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 議題２「地域生活支援拠点等の登録について」  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本議題につきましては、特定の法人に関する情報
及び法人を特定することができる情報を審議する
ため、さいたま市情報公開条例第 7 条第 3 号及び
第４号に基づき会議録を非公開と致します。 

本議題につきましては、特定の法人に関する情報
及び法人を特定することができる情報を審議する
ため、さいたま市情報公開条例第 7 条第 3 号及び
第４号に基づき会議録を非公開と致します。 
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 議題３「各専門部会の取組について」  

（遅塚会長） 
それでは続いて議題３「各専門部会の取組について」、事務局から説明をお願いいたし

ます。 
 
（事務局：障害福祉課） 

ここからは、傍聴室に音声を入れますので少々お待ちください。 
 

〜傍聴室 音声 ON〜 
 
（事務局：障害福祉課） 

続いて、議題３「各専門部会の取り組みについて」ご説明いたします。 
なお、詳細についてはお手元の資料３−１から３−４までをそれぞれご確認ください。
ここでは、各専門部会で取り上げた議題についてのみ、ご報告いたします。 
資料３−１「精神保健福祉部会について」をご覧ください。 
７月 23 日に開催した第１回精神保健福祉部会では、「入院者訪問支援事業について」、

「精神科病院における虐待通報への対応について」、「精神障害者支援の障害特性と支援技
法を学ぶ研修について」、「地域移行・地域定着支援連絡会議及びピアサポート事業につい
て」、「令和６年度障害者支援地域協議会からの活動報告について」の５点を議題として取
り上げ、意見交換を行いました。 

続いて、資料３−２「障害者虐待防止部会」をご覧ください。 
７月 28 日に開催した第１回障害者虐待防止部会では、「令和６年度障害者虐待統計集計

表について」、「さいたま市障害者虐待対応事例集について」、「令和６年度障害者支援地域
協議会からの活動報告について」の３点を議題として取り上げ、意見交換を行いました。 

次に、資料３−３「相談支援部会」をご覧ください。 
８月 25 日に開催した第１回相談支援部会では、「令和６年度障害者支援地域協議会活動

報告（相談支援・セルフプラン）」、「計画相談支援事業について（機能強化型の推進）」、
「令和６年度障害者支援地域協議会活動報告 各テーマの対応方法について」、「基幹相談
支援センター・地域協議会について」の４点を議題として取り上げ、意見交換を行いまし
た。 

続いて、資料３−４「子ども部会」をご覧ください。 
８月 18 日に開催した第１回子ども部会では、「障害児入所施設に入所する障害児等の移

行支援・移行調整について」、「医療的ケア児等の支援について」、「特別な支援が必要な子
どもを取り巻く課題について」、「令和６年度障害者支援地域協議会からの活動報告につい
て」の４点を議題として取り上げ、意見交換を行いました。 
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議題３「各専門部会の取組みについて」のご説明は以上です。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございました。それぞれの資料の中で、どのような検討がされたのかもまと
めていただいておりますので、皆様方から他の部会へのご質問やご意見、或いはご自分の
入っていらっしゃる部会等でも少し補足がございましたら、自由にご発言いただければと
思います。ただ今の事務局の報告に関しまして、何かご意見やご質問等ございますか。 
 
（酒井委員） 
 昨年度の虐待の統計で、施設従事者による虐待の件数が前年度と比べると大きく減少し
たというふうになっておりますが、その要因やどういったことが背景にあるのかというよ
うなことが、部会の中で議論されていたら教えていただきたいです。 
 また、精神科病院が通報の対象になったかと思いますが、このことに関して、精神科病
院からの通報が実際にあったのかどうかということも、もし分かれば教えてください。 
  
（遅塚会長） 
 虐待防止部会長の大村委員、虐待の統計において、施設虐待の件数が大幅に減っている
ことについて、何か見解があれば教えていただけますか。 
 
（大村委員） 
 ご質問ありがとうございます。国の統計に則る形で、昨年度の虐待の件数や相談通報件
数、虐待認定された件数などを、統計的な処理をしたものを確認するというのが第 1 回目
の虐待防止部会での基本的な流れになっております。一件一件を検討するという形ではな
いので、どういう要因がそこに発生しているのか、などの深い部分までは検討できていま
せん。 

ただ、虐待防止部会は例年２回行っており、第 2 回目の時には、事案を挙げて、検証す
るという形になっておりますので、その事案の中で施設虐待に関わるケースを取り上げる
こともありますし、そのような議論が今後される可能性もあるかと思います。まずは、前
年度に起きた虐待事案に係る統計資料を確認したり、それに関わっての質疑や確認を行っ
たりしているので、一件一件を検証しての深掘りのような調査はここでは行っていないと
捉えていただければと思います。 

相浦委員も部会にいらっしゃいますので、よろしければ、補足などお願いできたら助か
ります。 

 
（相浦委員） 
 今、部会長仰った通りで、時間の制約もあるため第１回の部会では一件一件は検討でき
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ませんでした。ただ、この点については、私も部会の時に発言をさせていただいていて、
全国の統計データでいうと、一昨年度から昨年度にかけて、通報件数は激増したというの
が全国の流れです。それに対して、さいたま市では通報件数が減ったということで、そも
そも通報件数を基準に虐待かどうかが認定されるので、当然、認定件数も減るというよう
な流れになったのだと思います。しかし、通報件数が減ったのが良いことなのか、逆に何
か通報を躊躇するような事情が事業所側にあるのかどうかというのは、やはり第 2 回以降
で少し検討しないといけないだろうなという問題意識は、発言させていただきました。 
 それから、資料 3−2 の下の方に記載されていますが、事業所の管理者向けに、今年も
さいたま市で虐待防止研修を企画していただいています。そのメインテーマが、いわゆる
通報を事業所としてしっかりとやっていきましょうということをテーマの 1 つにもしてい
ますので、この研修の効果も含めて、部会の中で今後検討していく必要があると意見を述
べさせていただいたところです。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。酒井委員、いかがでしょうか。 
 
（酒井委員） 
 ご回答ありがとうございます。普通に考えて、虐待件数が簡単に減るとは思えないの
で、仰る通り、本来は通報すべきものが、通報されていないということがあるのではない
かなと思いますので、ぜひその辺りを分析していただければと思います。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。委員の皆様方からお話があったように、通報自体がされない要
因があるかもしれないという部分と同時に、通報を受けた各区役所の受けとめ方が、虐待
通報として受けとめていないリスクというのも少し気を付けなければいけないと思いま
す。一般相談として分類してしまい、虐待にしていないこともあったりするので、そうい
うことはやはり気に掛けていかなければならないという印象をもっております。 
 各部会について、質疑等いかがでしょうか。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 酒井委員の２点目の質問ですが、精神科病院における虐待通報の件数について、部会の
中では、昨年度の統計の報告がございまして、令和 6 年度における 1 年間の通報件数は 65
件であったという報告を受けております。こちらの内容については、さいたま市のホーム
ページにも公開されていますので、詳細はそちらでご覧いただければと思います。 
 
（遅塚会長） 
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 ありがとうございます。よろしいでしょうか。 
 それでは、議題 3 については、これで終了といたします。 
 

議 題 ４ 「 日 中 サ ー ビ ス 支 援 型 グ ル ー プ ホ ー ム の 評 価 等 を 行 う 協 議 の 場 に つ い て 」  
（遅塚会長） 

それでは議題 4「日中サービス支援型グループホームの評価等を行う協議の場につい
て」、事務局からご説明をお願いいたします。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 議題４「日中サービス支援型グループホームの評価等を行う協議の場について」ご説明
いたします。 

本日は、資料には入れておりませんが、議題１にも入れております、グループホームの
評価等につきましては、新規・書面報告の件数の増加に伴い、協議の場である地域自立支
援協議会で事業所からの説明や報告を受ける時間や、委員の皆様にご協議いただく時間も
延びている状況です。 

今後、さらに件数の増加が見込まれる中で、評価等のあり方について、委員の皆様から
ご意見を頂戴できればと思いますので、どうぞ宜しくお願いいたします。 
 また、グループホームに関連した部分になりますが、令和７年４月１日より地域連携推
進会議が義務化されたことにより、各事業所から担当所管へ問い合わせ等もきております
ので、本市の対応状況について、障害政策課よりお話しさせていただきます。 

それでは、障害政策課 渡辺補佐、ご説明をお願いいたします。 
 
（事務局：障害政策課） 
 障害政策課渡辺と申します。よろしくお願いいたします。 
 地域連携推進会議についてですが、今年度から義務づけられたということがありまし
て、今年２月に各区の支援課に周知させていただき、義務づけるということで対応をお願
いしたところでございます。現在、障害政策課で把握している情報として、事業所や支援
課から６、７件問い合わせをいただいておりますが、支援課に依頼があったという話はあ
まり聞いておりません。事業所からの質問については、質疑等ではなく、普通に対応でき
ているということでした。ただ、今年度から義務づけられていることもあり、今後、今年
度の後半にかけて対応依頼が増えてくることも予想されますので、その時は状況を注視し
ながら対応していきたいと考えております。 
 
（事務局：障害福祉課） 

ありがとうございました。議題４については以上となります。遅塚会長よろしくお願い
いたします。 



7 
 

 
（遅塚会長） 
 日中サービス支援型グループホームの報告について、件数的に協議会の時間をひっ迫し
てしまうということで、協議の場について、事務局からいくつか「どうしていったら良い
か」というご提案はありませんか。 
  
（事務局：障害福祉課） 
 他の政令市の状況も見ますと、約半数ぐらいが、別の協議の場を設けてそちらで対応し
ているという確認は取れておりますので、そのような形になっていくのではないかと思い
ます。また、他の政令市でも課題として、やはり報告件数が増えて時間が押してしまうと
いうことが共通認識としてあります。他にも、そのような状況の中で、きちんとした評価
が効果的にできないのではないかというような声も挙がっています。そのような点は、さ
いたま市においても考えていく必要がある状況かと思いますので、我々も協議の場をどう
したら良いかという点について、障害政策課と一緒に今後検討していきたいと考えており
ます。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。そうすると、この本協議会の場でやるには、時間的に限界があ
るので、別の場を設けることを検討したいということですね。ただ、別の場といっても、
一応法律では地域自立支援協議会にて協議することとなっているので、地域自立支援協議
会に紐づいた形で他に場を設ける必要があるかと思います。普通に考えると、部会やワー
キングチームのように、グループホームについて専属で見ていただく方を委員として選
び、本協議会とは別の日程でプラス１回という形で行っていく方法がまずは思いつくとこ
ろです。いかがでしょうか。 
 大村委員、お願いいたします。 
 
（大村委員） 
 いくつかの視点で意見を申し上げられればと思っております。 
 まず１点目ですが、特に日中サービス支援型グループホームが、かなり新設で増えてき
ていることと、１年、３年等それぞれのグループホームを確認するということで、時間が
かかっているというのは確かにその通りだと思います。 
 私は他の自治体に関わっているので、そこの事例を紹介させていただきます。本協議会
とは別に、部会ではなくて、ケアマネジメント評価会議というケアマネジメントの評価を
する会議体があります。こちらは、自立支援協議会に紐づいた協議会で、年４回行われて
います。年 4 回のうち、年 2 回がグループホームの評価をするという形になっておりまし
て、新設で１回しか協議の場がないと、どうしても評価をやり切れずに残ってしまいます
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ので、そこのニーズに応えるために、年 4 回のうち 2 回はグループホームの評価をすると
いう形にしているところです。これはやり方の 1 つかなと思っておりました。繰り返しに
なりますが、こちらは部会ではありません。 
 次に２点目ですが、グループホームの評価に関わって、確かに書面だけの協議だと現場
がよく分からないというのは、皆様や遅塚会長が仰るとおりだと思います。そこで、他の
自治体の事例ではどのようにしているのかを見ていくと、例えば、協議会の中にグループ
ホームの部会等があるところがあります。先ほど、各部会からの報告があり、長いこと、
この部会構成で続けてきているかと思うのですが、さいたま市の自立支援協議会として部
会の構成をどうするのかを検討するのと、横並びでぜひ検討できると良いのかなと思って
おります。 
 中には、事業所の部会の下にさらにグループホームの小さな部会があるという形をとっ
て検討しているところもあります。グループホームの協議会があるところでは、各グルー
プホームが持ち回りでその協議会を行っていることもあるので、結局その各グループホー
ムの透明性を高めたり、相互でサービスの質を確認したりする場にもなっていると思いま
す。このように、グループホームの本質的な横串を刺すような協議会をもたせるというや
り方も 1 つかなと個人的には思っております。 
 それから３点目ですが、グループホームとは別に、短期入所に関わるような協議会をも
っていたり、ショートステイの連絡会等を自治体の中でもっていたりするところもありま
す。こちらは、入所施設に付随しているものではなく、単独型のショートステイを中心に
しているということだと思います。ロングショートではなくて、1 泊 2 日のショートステ
イを、くるくる回しているような感じで、地域生活の様々なリスクに応えるような形のシ
ョートステイを行っている事業所同士で、連絡したり調整したりする、そのような話し合
いができる場を設けたりするところがあります。そうすると、緊急の時に、一体どこが緊
急で受けてくれそうかという探りのようなもの、行政や相談支援事業所でも分からないも
のも、短期入所同士のネットワークの中だと分かりやすいということがあります。 

このように、グループホームとは別にショートステイの協議会等を設けると、さらにグ
ループホームの透明性を高めることには繋がると思います。なぜかというと、日中サービ
ス支援型グループホームには、必ずショートステイが設置されている形になりますので、
グループホーム本体とはまた別で、ショートステイについても目を留めることが可能にな
るということです。 
 つまり、行政が主導で監査をしたり、このような協議会の場で確認をしたりするという
のは、どうしても定期的なものになりがちですし、形式的にそろっていると、それ以上に
何か物を申し上げるのは難しい状況があると思います。しかし、もう少しお互いのネット
ワークの中で意見を言い合ったり、確認し合ったりできる場があると良いのではないかと
個人的には思っています。また、それがグループホームだけではなくてショートステイに
横串を刺していくというのも、やり方の 1 つかなと思ったところです。 
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 もう１点ですが、グループホームに関わって、地域に向けての協議の場が新しくできて
いるということで、先ほど説明もありましたが、こちらもすでに高齢者の方で、認知症の
グループホームの方で運営推進会議もできていますので、そういった取り組みや方策など
もぜひ参考にしながら、さいたま市としてどのように対応をとっていくのかということ
を、ぜひご検討いただけると良いかと思います。そこでの知見や、さいたま市の土地なら
ではのやりやすさのようなものがおそらくあるのではないかと思いますので、ぜひ高齢の
担当部局との連携や情報交換をしていただけるとありがたいと思いました。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございました。ただいまの情報提供の中で、評価を行う場を別立てで設定し
ており、年４回行っているケアマネジメント評価会議の中の会議体をグループホームの評
価に充てていること。また、それは部会ではないというご説明でしたが、自立支援協議会
とは紐づいているということで、もう少し補足をお願いできますでしょうか。 
 
（大村委員） 
 自立支援協議会に報告をしなければならない会議体であり、最終的には自立支援協議会
が責任をもって決定するという組織体になっているということでした。 
 
（遅塚会長） 
 ワーキングチームのような形なのでしょうか。別立てに分けた方が、十分に中身を見ら
れるということで、別の協議体を作ることと、それにプラスしたご意見だと思いました。 
 
（大村委員） 
 その評価会議の方と自治体の職員さんが一緒に、「これから評価会議があるので、事前
にちょっと見学会に行きましょうか」というような形で、毎年必ずグループホームへ見学
に行っているという段取りにもできるのが、良いところだと個人的には思っています。書
面だけではなくて実地に行って、現状をお聞きすることができるのは大きなポイントだと
思います。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。他にも、例えば色々なグループホームやショートステイについ
ての行政主導の部会という形ではなく、事業者の自主的な動きの部分も含めたような協議
体をつくれた方がプラスになるのではないかというご提言も入っておりました。 
 さいたま市の場合は、人口が多すぎるという部分もあって、事業者ごとの組織体のよう
なものは、どちらかというと各区の地域協議会にぶら下がった形で、生活支援の部会や就
労関係の部会、在宅系の部会などを持っているところはあると思います。実際に、市全体
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として事業所関係の単位で動いているのは、入所施設関係ですよね。入所施設に関して
は、完全に区関係なく全市で動いているので、入所施設連絡会等が動いているというよう
な形で、そこで例えば空き情報やお互いに融通し合うというようなことができるようにな
ればということで、実際に動き始めていただいています。しかし、入所関係以外の部分と
いうのは、市全体の動きはまだありません。 
 
（大村委員） 
 今、会長が仰った通りで、事業所を束ねるような協議の場や部会のようなものがある
と、市で選んだそこの代表の方が参加されて、さいたま市の中でどのような事業運営をし
ていったらいいんだというようなことを、確認できる場があるのは悪くないと思っていま
した。重要なのは、その裏側に自主的なネットワークがあることです。つまり、自立支援
協議会はオフィシャルな場でもあるので、オフィシャルの場での部会で協議する裏側でそ
れぞれのネットワークがあるというのが、やり方としては良いと個人的には思っていま
す。 
 
（遅塚会長） 
 その通りだと思います。入所関係は、割とそのような形になっているとは思います。自
立支援協議会には、何人かに代表として入っていただいていますが、全員が入っている協
議会はまた別にあるという二重構造になっているので、そこは良いと思うのですが。在宅
系は、そのような二重構造が今のところないので、どのように作っていくかというところ
ですね。全員が参加という場合に、例えば入所系だと、全入所系が一堂に会してみんなで
意見を言い合ったり、調整したりするという場が設定可能ですが、在宅系だと、全部の事
業所が参加というのは、相当数が多くなってしまいます。 
 
（大村委員） 

古くからあるＢ型事業所や生活介護の事業所では、すでにかなりのバリエーションがあ
ります。また、それぞれが各団体に所属をされていることもあるので、ある意味バックア
ップはあると個人的に思っています。 

やはり難しいのは、グループホームやショートステイですね、そのような市の中でも非
常に稀な資源で、なおかつこれからも伸ばしていくのが望ましいような資源というのはい
くつかあるかと思いますので、そういったところは手を取り合ったり、お互いに情報交換
したりするのはとても重要な側面だと思います。だからこそ、市として機動力高く、そう
いったところをバックアップしていくのは、重要な側面だと個人的に思っております。 

 
（遅塚会長） 

 その通りで、グループホームの設置を認可する時に、市では、各グループホームの設置
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者に対して、各区の様々な協議会や事業者同士の会などに顔を出すようにしてくださいと
いうお願いを文書でつけて、設置認可を出しているという現状があります。今のところ、
入所系以外のものについては各区単位である程度まとまって顔の見える関係で、情報交換
をしていただいたらどうかという感覚で動いているので、そこをどうするかですね。例え
ば、専用ショートステイなどになると数は少ないので、やるとしたら全市かもしれないで
すし、そういうところは割り振りをする必要がありますね。グループホームやショートス
テイの状況について、少し状況を教えていただければと思うのですが、相浦委員、いかか
でしょうか。 
 
（相浦委員） 
 事業所団体の埼玉県発達障害福祉協会のグループホーム部会は、酒井委員が部会長でい
らっしゃるので、後程聞いていただければと思います。事業所で集まろうとする時に、社
会福祉法人が設置するグループホームというのは、比較的そのようなネットワークを組み
やすいのですが、株式会社や他の法人形態の方の会員数は、ほとんど伸びないような状況
の中で、私も今の色々なお話を伺っている中で、どういった形がいいのかという結論が難
しくなってしまったと個人的には思っています。もともと考えていたのは、各区に地域協
議会の設置が完了するので、この議題４が生じた理由が物理的な限界ということなのであ
れば、それをまず物理的に小さくしていくことが大事です。それと本協議会等がしっかり
紐づけがされるように、各区で新規の事業所は、最寄りの事業所同士で実際に見学へ行
き、支援をしている様子を拝見するのは難しいかもしれませんが、利用者さんが生活する
環境を見ること等を通じて、事業所同士で言い合えるというのが、指導監査ではなく協議
会で評価をするという趣旨なのだろうと思います。 

それと地域連携推進会議が重なる部分もありますし、違う側面もあるという棲み分けに
しないと、結局二度手間のような形になってしまっていて、書類で私たち事業者がこのよ
うに議論をさせていただく程度のことは、指導監査とほとんど変わらないような形になっ
てしまっているという現状です。ここを出発点とすると、各区の地域協議会の中に、この
本協議会が絡められるような組織体がつくれないかということを漠然と考えていたところ
です。 

 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。 
 酒井委員、いかがですか。 
 
（酒井委員） 
 埼玉県発達障害福祉協会のグループホームの部会を長くやっていますが、やはり顔を合
わせて、色々なやり取りをして、関係性を作っていく中で、お互いに様々なことを学び合



12 
 

ったり交流し合ったり高め合ったりというところに大きな意味があるととても思います。 
 質の問題は、事業者が自ら問題意識をもたないと上がらないので、そのような場に出て
行って、あそこはこんなことしているんだとかこういうやり方もあるんだとか、そういう
ことを学び合ったり聞き合ったりというのが、同じ業種の人たちが集まることの一番のメ
リットでもあり、目的でもあるというのは常々感じているところです。 
 ですから、それをさいたま市の中でどのようにやるかというところが一番難しくて、さ
いたま市のグループホームがみんな集まったらすごい数になってしまうので、やはり区単
位でグループホームの組織化を図るということが一番現実的でやりやすいと思います。 
 ただ、各区の協議会が必ずしもその事業体別という形になっているわけではなく、世代
別の部会や、中央区では課題別の部会などもあり、今の全区の協議会にグループホームの
集まりをうまくはめ込めるかというところは、今すぐは難しくて、そこは協議会の連合の
ところで一緒に考えていく必要があると思います。評価のことは別にして、質を上げると
いうことでいうと、そのやり方が一番いいと思います。 
 一方で、評価となると、質とは性格が違っていて、同業者の集まりで評価をするという
のは少しやりにくさがあるような気もするので、それなら先ほど言われたように、評価だ
けは別立てにして評価会議のような形のほうがいいとも思いました。色々と聞いているう
ちに何が一番いいか少し分からなくなってしまいました。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございました。各区単位でやった場合に必ずしも正式な協議会の部会という
ことではなくて、最初に大村委員がおっしゃったように、部会ではなくて区単位でかつ事
業者同士の連絡会、協議会のような形を作るように働きかけるのは可能かなと、酒井委員
のお話を聞いて思ったところです。 
 協議の場というところに話を絞ると、ここでは難しいので別立てでやるということは一
致していますが、市の自立支援協議会の本体の別立てでもう 1 回開いて検討するという方
向と、その部分を区単位におろし、もっと地域に密着した形で評価や確認をしていくのは
どうかという、組織的に考えると大きく 2 つのご意見が出ているところだと思います。そ
の中身について、事業者がどのくらい関わるかというのも大きな問題ですが、まずは大き
く１個であるのか、各区単位で考えるのかというのがとても大きな問題で、特に 2 回目以
降の継続の評価の場合には、すでに実態があるので、正直各区が一番よく分かっていると
思っています。ただ、新しい業務になってしまうので、各区もいっぱいいっぱいな中でど
こまでお願いできるかは本音の部分ではきっと出てくるだろうなということもあって、な
かなか一筋縄ではいかないとは思いますが。 
 とりあえず、市で１個か、各区でやった方が良いかということが大きな違いかと思うの
で、その辺りについて何かご意見はございますか。 
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（大村委員） 
 例えば、南と北の２つに分けるというやり方も良いかと思いました。 
 
（遅塚会長） 
 確かに、10 個にする必要はありませんね。最後に取りまとめて実施に移す場合、担当に
なる事務局のお立場から何かあればお願いします。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 この場でどちらが良いかということはお伝えできませんが、確かにこの協議会の中で評
価をすることは、件数が増えている中では難しいと感じています。協議体のどこに評価の
場を設けるかということについては、障害政策課と一緒に検討していきたいと思います。 
 
（遅塚会長） 
 グループホームを評価する会議体を 1 つ作って或いはいくつか作って、そこで件数を捌
いていくという形、それから区ごともしくは市内いくつかに分割してそこで見ていただく
という形の２つですね。それぞれに共通の話題として、例えば事業者的な組織にどの程度
関わっていただくかということがあります。実態が一番よく分かる同じ事業者という強み
もあれば、酒井委員がご指摘のとおり、評価という観点に立つと、同じ事業者の団体では
やりづらい部分もあり、この組織の部分と構成員の部分の両方を決めていかないと、次に
進めません。 

ただ、協議会も年に何回もないので、来年度変えるのは現実的に難しいと思いますが、
再来年度にはしっかりスタートできるように頑張らないとパンクしてしまします。 
 
（三石委員） 
 評価ということになると、運営や支援の質、体制等の様々な側面での客観的な視点が必
要になると思います。今の各区の地域協議会では、酒井委員がおっしゃったように同じよ
うな形の仕組みでできているわけではないので、お互いが学び合ったり、高め合ったり、
支援を点検し合ったりという横の関係で支援の質をどう高めていくかというようなことな
らば、各区の協議会の事業所単位で十分可能だと思います。それが、各区単位の良さでも
あると思います。 
 評価の手立てというところでは、どのような圏域でやるのか、どのような単位でやるの
かについては、自立支援協議会に基づいた形での構成員で評価するという別立ての形が良
いと現段階では考えています。 
 まだ議論の余地はあると思うので、自立支援協議会や地域協議会連絡会議でも議論でき
たら良いと思います。 
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（遅塚会長） 
 その通りですね。事業者同士の自主的な協議会で情報交換や交流をしているところに評
価的なものの役割が入ってしまうと、上下関係や権力関係のようになってしまうというネ
ガティブな部分も発生する可能性があります。そのような点も配慮しながら、慎重に検討
をしていく必要があると思いました。 
 
 議題５「地域生活支援拠点の検討状況について（北部・南部圏域からの報告）」  
 
（遅塚会長） 

それでは、議題 5「地域生活支援拠点の検討状況について（北部・南部圏域からの報
告）」について、事務局からご説明をお願いいたします。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 議題５「地域生活支援拠点の状況について（北部・南部圏域からの報告）」について、
ご説明いたします。 

第１回の地域自立支援協議会でも触れましたが、令和６年度障害者支援地域協議会活動
報告で挙げられておりました各課題につきまして、優先課題と位置付けた３つの課題（地
域生活支援拠点、防災・災害対策、家族依存・8050 問題）を地域協議会連絡会議にて協
議・検討をしております。本日は地域生活支援拠点に対する取り組み状況を説明していた
だくため、北部圏域から北区障害者生活支援センターみぬまの岸端様、南部圏域から浦和
区障害者生活支援センターやどかりの渡邉様にご出席いただいております。 

それでは、岸端様、渡邉様の順番で、ご説明をよろしくお願いいたします。 
 
（北区障害者生活支援センター岸端氏） 
 さいたま市北区障害者生活支援センターの岸端と申します。よろしくお願いします。 
 事務局から報告があったように、地域生活支援拠点事業の検討は、昨年度からより具体
的な議論ができるように、北部、南部の圏域に分かれて話し合いを行っています。 
 私からは、北部圏域の報告をさせていただきます。北部圏域は、西区、北区、大宮区、
見沼区、岩槻区の 5 区で構成されています。 

北部圏域は、9 月 25 日に障害者生活支援センターがある法人の入所施設の皆さんからお
話しを聞き、その後に各区の事業の進捗を確認するミーテイングを開催しています。この
日は、施設の皆さんのお話をしてもらう内容もあったため、南部圏域の皆さんにもお声掛
けをしています。 

入所施設の皆さんからは、地域生活支援拠点につながる緊急の対応や緊急にしないため
の取り組みを具体的な事例を交えて報告していただきました。入所施設の皆さんは、これ
までも緊急の対応も含めた受け入れを行なっており、その中から見える課題をもとに、拠
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点事業に対して感じる課題を改めてお話をいただきました。また、事業を進めるにあたっ
て、その課題解決に向けて必要と思われる具体的な取り組みもさいたま市へ提案できるよ
う、検討もしているとのことでした。 

各区から、地域生活支援拠点というキーワードではないまでも、各区の地域課題解決の
取り組みを地域協議会の中で進めていること、例えば、サービスにつながっていない人の
調査や訪問の結果の分析や 8050 世帯の支援の検討等のお話がありました。また、拠点事
業についても、事業所向けに説明会を実施しているとの話もありました。ただ、事業を進
めるという具体的な動きが取りきれていないこともあってか、事業所の登録事業所数は伸
びていないことが課題として報告されています。 

その報告を受け、各区の地域協議会の中で拠点事業について議論ができていないのでは
ないか、との指摘もあり、今後は、各区の地域協議会の中で改めて拠点事業を意識し、拠
点をキーワードにした具体的な取り組みをしていく必要性を確認しています。 

会の最後には、区やさいたま市全体で事業を進めていくために、さいたま市全体の中で
も積極的に取り組みを進めている岩槻区の活動を紹介してもらい、それをヒントに今後、
各区で取り組んでいく内容を検討していくことにしました。 

結果として、まずは登録事業所を増やすための取り組みとして、事業所に向けて事業所
説明会を開催していくこととしました。各区の地域性、課題の違いはありますが、説明会
は、各区で行うより北部圏域合同で統一した内容を話していく方がいいとの希望からその
予定で計画をしています。 

また、さいたま市の今後についても、各区の取り組みだけではなく、市全体としても、
もっと意識的に事業を進めていける活動が必要であると話し合っています。 
 北部圏域の報告は以上です。 
 
（浦和区障害者生活支援センター渡邉氏） 
 南部圏域の報告を行います。 

南部は桜・中央・浦和・南・緑の５区の各区支援課と障害者生活支援センターで７月と
９月の２回に渡り話し合いを行いました。資料の１枚目は、１回目の話し合いの際に出さ
れた内容を図にしたものです。主に、拠点事業を実際に運用していくまでの準備に必要な
要素について話し合われました。 

まず、南部圏域の区は、拠点事業の周知や登録が十分であるとはいいがたい現状があり
ます。 

登録事業所を広げ、地域で障害のある人を支える体制づくりを進めるためにも、「支え
る仲間づくり」として、さいたま市全域での拠点事業説明会の開催が望ましいと考えてい
ます。これは先ほどの北部圏域からの提案と同じ内容にもなりますが、市全体で拠点事業
についての情報伝達の機会が不足しているため、一律に情報を届けることが必要と話し合
いました。 
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全市で共通の情報を市内事業所に向けて発信し、その後各区で事業所へのフォローアッ
プなど登録に向けた動きにつながるようにすることをセットで開催することが望ましいと
考えます。 

一方で、事業の運用に向け、事業の対象者や事業実施の流れ、同意の問題や書式の整備
など、具体的な議論や検討が行われる場が公式的にはないことが課題であるとの話も出ま
した。「支える地域づくり」として、緊急時の対応も含めた具体的な議論を行う場を、さ
いたま市や地域自立支援協議会を中心に設置することが必要だと考えています。 

そして、最も重要なのは、対象となる障害のある人やその家族に、この事業についての
周知が進んでいないということです。「つながるきっかけづくり」として、拠点事業をき
っかけに支えを必要とする障害のある人に情報を届ける取り組みが重要です。 

最終的には、一人一人に必要な対策や体験の機会を整えていくことに繋げていくのはも
ちろん重要ですが、資料にあるとおり、利用希望者リストや登録という文字を入れていま
すが、この内容についても運用を検討する際に協議していく内容であると思います。 
 全体的にはそのような流れをつくりつつ、やはり足元の地域の状況を客観的に捉え、充
足している部分や不足の部分を共有していく「地域アセスメント」の取り組みも並行して
行うことが重要であると話し合いました。本来、地域アセスメントはさまざまな立場の
方々と議論しながら行うことがあるべき姿かと思いますが、今回活用した、さいたま市の
地域生活支援拠点事業のガイドラインの別冊にある地域アセスメント表については、内容
が膨大であるため、南部としては、まずは各区で支援課と障害者生活支援センターで作業
を行うこととしました。 

その結果を 9 月に共有し、2 回目の話し合いである 9 月のまとめに記載しております。
地域アセスメントについては、事業の運用がすすんでいくことで、改めて見えてくるもの
もあるため、再アセスメントの時期を設定しながら、ブラッシュアップしていく必要があ
ると考えています。 

2 枚目の図に、アセスメントで見えてきた各区の状況を下の部分に一部抜粋したものを
記載してありますので、ご覧いただければと思います。 

そのほか、9 月の話し合いの時には、説明会のことについても更に具体的に話し合いを
行っていて、北部の圏域の方々と一緒に、市内で共通の説明会の開催に向けての話し合い
を行い始めているといった状況になっています。 

それから、運用面については、主に支援課の方から出して頂いた意見としては、現状も
ある「緊急一時保護等事業」について対象がかなり狭まることから、予算的に執行率が低
いのではないかということで、例えば拠点事業なども含め、必要な部分に転用するという
考え方もできないかということも出されています。 

そのほか、拠点事業は本人の同意なども必要となる点を踏まえ、同意を得られる状態に
ない障害のある人など、緊急事態になって発見されるような方々、対象になりにくい層へ
の支援体制も併せて整備していくことの必要性もあると考えています。 
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いずれにしても、実際の運用に向けた早急な議論と、地域の各事業所が協力できるよう
な情報の提供やサポートなど、さいたま市を中心として、地域自立支援協議会でもご検討
いただきたいと考えています。 

以上、南部圏域の話し合いの報告と致します。 
 
（事務局：障害福祉課） 

ありがとうございました。 
議題５については以上となります。遅塚会長よろしくお願いいたします。 

 
（遅塚会長） 
 ありがとうございました。個人的な体験で申し訳ないのですが、先日市内の事業所の方
とたまたまお会いする機会があり、拠点について聞かれました。やはり、拠点の目的意識
や、登録の際に理事会を開いたり運営規定の改正が必要だったりすることも全然ご存じあ
りませんでした。ですので、今のお話のように、事業所さんへの丁寧な説明がもっと必要
だなという印象はとても強く持ちました。 

いかがでしょうか。何かご意見やご質問等ございますか。 
 
（相浦委員） 
 詳細なご説明をありがとうございました。各区に地域協議会が設置されて、そこで様々
な重要な課題等が抽出されて地域協議会連絡会議で優先順位をつけて検討していきましょ
うという流れの中の、初めがこの拠点であったり、8050 問題であったり、災害対策であっ
たのかなと思います。特にこの拠点については、全市で話し合わなければならないため、
北部・南部圏域ということで全員がプレーヤーになっての議論ですので、様々なご意見が
出て、今取りまとめをされているこの両圏域の基幹相談支援センターの皆さんのご尽力
に、まずは敬意を表したいと思います。 
 やはり、この拠点の事業というのは期待されている機能が多岐にわたるので、充実に向
けては、色々なことを同時並行で進めていかなければならないと思っています。例えば、
渡邉さんに作っていただいたこのシートでいえば、仲間づくりや地域づくり等のいわゆる
体制整備の部分と、もともとこの拠点が、地域生活支援拠点という名前で、新たに登場し
てきたことではなくて、一番コアな機能というのが緊急時の受け入れや緊急にさせない体
験の機能であることを考えると、うちも入所施設を運営させていただいていて、すでに緊
急時の対応受け入れというのはさせていただいているところなので、実践の積み重ねを安
心して進められるような体制づくりも同時並行で大事であると、入所施設を運営している
管理者の立場としてはとても思うところです。 
 ですので、事業所に対する拠点事業の周知や、担っていただける機能に積極的に参画し
ていただくような体制づくりを各区で進めると同時に、入所施設の職員の顔を見ると、こ
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の拠点事業を必要としている利用者さんを受け入れたいけれども、どういう人から突然電
話がかかってくるか分からないという少し不安な気持ちがあるようです。このようなこと
から、三法人の勉強会を立ち上げて、実践の情報を交換して、時には受け入れられない事
業所の情報をいただきつつ、うちなら受け入れられるかもしれないというような実践を少
しずつ積み重ねてきたという流れもあります。 

最終的には、どれくらい拠点を必要としている方が地域に暮らしているのかというとこ
ろを見える化していくという作業も同時並行で進めていく必要があります。体制づくりが
終わってから受け入れをするというような流れではないと思うので、この点に関しては、
ある程度期限を設けて、今年度そこはしっかりやっていくというような形にしてほしい
と、受け入れ事業所の立場としては考えているところです。感想のようになってしまいま
したが、以上です。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。災害等と共通ですよね。災害が起こった時にどのような人が避
難してくるのか分からないのでは、受け入れをしなければならない入所の立場としてはや
はり心配なので、なるべく把握できるものは事前に状況を把握しておきたいというところ
の拠点の部分と共通する部分もあるなと感じたところです。 
 
（大村委員） 
 私はさいたま市の拠点事業について、登録が進んでいることくらいしか知らないのです
が、実際に宿泊体験や体験利用、緊急対応というのは、今年度具体的にどのくらい加算を
すでに取っているのかを教えていただいてもよろしいでしょうか。 
 
（遅塚会長） 
 拠点の関係で加算をつけたら、要件を間違えて返還になってしまったというような話は
市内でも何となくは聞いていますが。 
 
（相浦委員） 
 さいたま市ではいくつか使える制度があり、措置の扱いになったり、緊急一時保護の扱
いになったりそれぞれの形になっているため正確な数字は言い切れませんが、やはり加算
がつくようになってからは、実績は少しずつですが出てきています。あとは、髙橋(清)委
員の受入れの実績があるかどうか、お尋ねできればと思います。 
 
（髙橋(清)委員） 
 受け入れは日常的にありますが、特に加算は意識したことがありませんでした。 
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（大村委員） 
 ありがとうございます。個々の事業所に聞きたいというのではなくて、さいたま市全体
で一体どのぐらい拠点事業を使って加算で受け入れをした実績があるのかということや、
例えば拠点の機能を使って体験をしたいということで登録している事業所に聞いたりする
と思うので、その辺りがどのように機能しているのかをお聞きするきっかけとして加算が
どのくらいついているのかということを、さいたま市に教えていただけたらということで
した。 
 
（遅塚会長） 
 事務局、お願いします。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 実績については、今この場で正確な数字が出ませんので、大変申し訳ございませんが、
後日回答させていただきたいと思います。 
 
（遅塚会長） 
 数字自体は後でいただくにしても、大村委員のご質問の趣旨というのは、要するにすで
に拠点としてどれくらいの動きや実績があるかという疑問であったかとは思うのですが。 

相浦委員がおっしゃるように、この拠点をきっかけにして色々な話し合いの形ができて
きて、実際の緊急事態が生じたときの対応というのは、この拠点というのが土台としてあ
って、その上に乗っかって色々なことをやっているという実態は、この拠点が始まったこ
とでスタートはしているとは思いますが、それ以外の部分で言うとどうでしょうか。 
 
（浦和区障害者生活支援センター渡邉氏） 

実態として、さいたま市としては、国にはもちろん拠点事業を実施しているというふう
に報告はされていると思いますし、登録に向けての動きというのは、先ほどお伝えしたと
おり少しずつ進んでいます。例えば、その中でも岩槻区では非常に先行的に運用していた
だいているかなと思いますが、さいたま市全体としては、運用に向けての具体化というの
は、まだ整理されているとは言い切れない状況であると感じております。 
 
（遅塚会長） 
 事業所も拠点の趣旨に賛同して登録して一緒にやりましょうというところではあります
が、加算という意識はそれほど高くないところが多く、正直、加算の事務処理と加算の報
酬のバランスが取れているのかという話題もあり難しいと思います。利用者が拠点登録を
している事業所に入って加算が取れたという動きはほぼ無いという状況です。そのような
中でも、みんなそれぞれ地域で支援をしている中で、この拠点というものが乗っかってき
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て、それをベースにして話し合いをしていき、日々、実際には支援はしていますので、拠
点は加味されたような形です。もしくは、下支えになっているという程度であって、純然
たる意味での拠点の成果としては、ほとんど出ていないということでまとめてしまって良
いと思います。 
 
（大村委員） 
 まとめてくださってありがとうございます。おそらくこの後、地域移行したい人や、精
神科病院から退院してくる方、地域で多様な体験をされたい方、一人暮らしに移行したい
方等、様々なご希望があった時に、一体どのように具体的にそういうことが行われるの
か、拠点に登録されている事業所へ行って、誰がコーディネートしてそれを使えるように
するのかという課題があります。他にも、緊急を緊急にしないために、今、計画相談をさ
れている方たちについては、みんなショートステイの契約をしていただいて、結果的に緊
急にならないようにした上で、万が一の時にどうするかと考えるということももちろん必
要です。色々とできることはあるのかなと思いながら、その辺りの旗を振る人というの
が、どうしても重要になってくると思います。その旗振り役を、国では拠点コーディネー
ターと言っております。これは、拠点コーディネーター１人あたり 100 件まで加算を付け
られるという仕組みになっているのですが、おそらくさいたま市ではそのような形でされ
ていないのかなと思いながら、とはいえ、旗を振る人はとても大事だと思います。つま
り、拠点事業がただ登録をするだけではなく、緊急時や体験したい場合など、具体的に活
用できる、現実のものになっていくと良いと思っています。 
 
（遅塚会長） 
 拠点事業を進めるためには、コーディネーターの役割は大きいと思いますが、人手が必
要なので、現時点ではさいたま市はコーディネーター配置という形をとっていないという
ことがあります。コーディネーターについても、答えはわかっていて聞くのはとても辛い
のですが、一応さいたま市からこの場でご見解をいただけますか。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 今後の検討課題とさせていただいているところでございます。 
 
（遅塚会長） 
 今までやっていたものを整理していくのが拠点だとは言っても、やはり潜在的なニーズ
の掘り起こしや、緊急になる前の方に対して一生懸命支援するという部分はどうしても今
までより業務量が大幅に増えてしまうので、区の支援課であったり或いは障害者生活支援
センターであったり、基幹相談支援センターが決して余裕がない中で拠点をやっていくた
めには、やはりコーディネーターという職員がいた方が絶対に良いことは間違いないの
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で、困難があるのは承知しておりますが、ぜひ前向きにご検討いただければと思います。 
 あとは、先ほど私の個人的体験談もお話しましたが、事業所側が趣旨やメリット、デメ
リット、具体的な手続き等、他にも文章だけを見ていて色々と心配なさっていることがと
ても多い気がするので、説明会のようなものが必要であるというのは感じているところで
す。以前、説明会を行ったのは承知しておりますが、今後については何かご予定はござい
ますか。 
 
（北区障害者生活支援センター岸端氏） 
 先ほど、北部・南部圏域ともに事業所向けの説明会を計画しているとお伝えしました
が、年明けの日程で具体的に動いているところです。 
 
（遅塚会長） 
 各区で様々な部会の構成や全体の考え方・運営、協議会もだいぶ違うというお話もあっ
て、拠点に登録していただいた後に、事業所同士で情報交換や相談ができるような協力体
制がないと意味がないので、そういう意味では、区あるいは北部・南部圏域でも良いです
が、市全体ではないところでやっていく仕組みが必要になると思うので、そうすると、地
区ごとの協議会の部会の仕組みとは少し違う形での組織化ということも区ごとに検討しな
ければならなくなるという部分も、1 つの大きな課題かなとは思っております。 
 あと、先ほど渡邉さんからご説明があった登録ができない人、または登録を拒否されて
いる人についての枠組みという話で、個人的には、そこもこの拠点に含んで考えていった
ほうが良いと考えております。またそれは議論をしながら進めていけたらと考えておりま
すが、登録できないから、登録の機会がなかったからこの拠点の枠の中ではなくて、別立
てで考えるというのもおかしいと思っていて、おそらく、支援の枠組みは同じになると思
うので、そこはぜひ一緒に考えていけたらと個人的には考えております。 

大事な話なので、この話は粘り強く続けて、なるべく早く、具体的に動ける形を作って
いきたいと思っております。 

 

議題６「障害者支援地域協議会で挙げられた課題の共有について（政策委員会へ報告）」 

（遅塚会長） 
それでは、議題６「障害者支援地域協議会で挙げられた課題の共有について（政策委員

会へ報告）」について、事務局からご説明をお願いいたします。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 議題６「障害者支援地域協議会で挙げられた課題の共有について（政策委員会へ報
告）」ご説明いたします。 
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資料５−１をご覧ください。 
こちらは、今年の７月に開催されました第１回さいたま市障害者政策委員会にて報告い

たしました資料になります。 
内容といたしましては、資料の順番にありますように、障害者政策委員会と地域自立支

援協議会の位置づけ、地域自立支援協議会と障害者支援地域協議会の位置づけ、障害者支
援地域協議会から挙げられた課題とさいたま市障害者総合支援計画と地域協議会連絡会議
での課題検討項目との関連についてご説明いたしました。 

その中で、政策委員会の各委員から出た主な意見を資料５−２でまとめておりますの
で、ご覧ください。資料は、障害者支援地域協議会から挙げられた各課題に対していただ
いた意見を列挙しております。 
 まず、１ページ目にあります「防災・災害対策」についてですが、「個別避難支援プラ
ンや避難行動要支援者名簿、福祉避難所や一般避難所の担当部署が別々になっており、機
能出来ていない部分がうまく進んでいかない原因ではないか。」、「大規模な防災訓練も良
いが、地域の方々がどれぐらいの支援が必要かを把握することも大事。また、地域の若い
方の力も借りられる体制づくりも必要。」、「支援学校の保護者同士でも、災害時にどうし
たら良いか漠然とした不安を抱えており、もっと地域の方に行政側の内容や情報が分かり
やすく伝わるような働きかけをしてほしい。」、「地域で暮らす障害者が増えている中、行
政側から適切な対応を行い、福祉政策をきちんと整備していくべき。」といったご意見が
ありました。 
 続いて、2 ページ目上段にあります「人材不足・人材育成の課題」についてですが、『ヘ
ルパー不足の深刻化は本市だけではなく、他自治体も同じ課題がある。国が主導してお金
を出すなど、地域共生社会の実現に向けて動くべき。』といった意見があり、下段にあり
ます「権利擁護・虐待への適切な研修の実施」については、『後見人が本人の行為を制限
しているケースもあるため、本人の権利を尊重する成年後見制度にしていかないといけな
い。』といった意見がありました。 
 次に３ページ目にあります「その他全般的なもの」については、『どのように施策にし
ていくとか、計画の補強といった検討をどこで行うのかがよく見えない。』、『施策に関す
ることは政策委員会で議論すべきであり、時間の制約もある中で、テーマを絞って議題に
入れていくことも今後の在り方として大切。』といった意見がございました。 
 今回、政策委員会で報告させていただいた内容については、次期さいたま市障害者総合
支援計画の策定にも関わるところですので、ここで障害政策課より、次期計画に向けた取
り組み状況をご報告いただければと存じます。 

それでは、障害政策課 荒木補佐、ご説明をお願いいたします。 
 
（事務局：障害政策課） 
 障害政策課の荒木と申します。 
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以前から、地域協議会で挙げられた課題をどのように施策や計画に取り入れていくのか
が分からない、というご意見いただいていましたので、ここで、地域自立支援協議会と障
害者総合支援計画の関係について説明いたします。 

資料５−３をご覧ください。 
さいたま市の障害者総合支援計画は、３章立てになっております。元々は、障害者計画

という、障害者基本法上の計画を、第 1 章「総論」、第 2 章「各論」という形で作ってい
たところに、障害者総合支援法上の「障害福祉計画」、児童福祉法上の「障害児福祉計
画」が第 3 章に加わり、今の形となっております。なお、障害福祉計画は、障害児福祉計
画とセットで策定されていますので、ここでは省略して「障害福祉計画」と読ませていた
だきます。 

第３章の障害福祉計画の部分は、策定や変更をしようとする場合、障害者総合支援法の
規定によって、あらかじめ、地域自立支援協議会の意見を聞くことになっております。 

資料５−３の表の中で、障害者政策委員会は第１章から第３章まで全てに丸がついてお
り、障害者計画部分と障害福祉計画部分にも、意見を聞くことと規定されているのに対し
て、地域自立支援協議会は第３章の障害福祉計画部分のみ聞くこととなっており、そのよ
うな形で役割分担が行われております。 

ここからは、障害福祉計画はどのような計画かについて説明いたします。 
資料５−３の２ページ目の中ほどの、第 88 条第２項に規定がございます。第１号に

「障害福祉サービスや相談支援体制の確保に係る目標に関する事項」、第２号に「障害福
祉サービス等の必要な量の見込み」、第３号に「地域生活支援事業の実施に関する事項」
が定められており、このような項目を計画として定めることとされています。 

また、資料の１ページ目に戻っていただき、２.「地域自立支援協議会と障害者政策委員
会の違い」について、計画策定上の違い以外の部分について説明いたします。 

まず、地域自立支援協議会の主な役割ですが、こちらは障害者総合支援法に規定されて
おります。１つ目が、地域における障害者等への適切な支援に関する情報及び支援体制に
関する課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図ること、２つ目が地域
の実情に応じた体制の整備について協議を行うこととされています。 

障害者政策委員会の主な役割は、障害者基本法に規定されています。１つ目が、障害者
に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議すること、２つ目
が、その施策の実施状況を監視すること、となります。大まかに言うと、障害者政策員会
は、大きく障害者施策について審議する会議であり、地域自立支援協議会は、もう少し細
かく、支援体制について、地域の実情に沿って、具体的な協議を行う会議である、といっ
た違いがあります。 

先ほどの障害福祉課の説明の中で、障害者政策委員会委員のご意見として、「施策に関
することは政策委員会で議論すべきであり、時間の制約もある中で、テーマを絞って議題
に入れていくことも今後の在り方として大切。」というものがありました。挙げられた課
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題について、テーマを絞り込むとしましたら、役割の違いを踏まえますと、大まかではあ
りますが、災害と人材確保の以外の部分については、地域自立支援協議会で協議するもの
で、障害者政策委員会では災害と人材確保も含めた障害者施策全般が審議の対象となる、
と考えられるのではないかと思います。障害者政策委員会では、今後、どのテーマをどの
程度審議していくのか、委員の皆様にお諮りしながら、また、計画策定についての審議も
並行して進めてまいりたいと考えております。 

なお、来年度の計画策定に向けて、今年度、障害のある方や障害福祉事業所に対してア
ンケートを実施いたしました。概要については、資料をご確認いただければと思います。
なお、回収状況については、事前に送付していた資料から更新しており、速報値としまし
ては、当事者向けアンケートは、回収率が 55％、事業所向けアンケートは、回収率が
37％となっております。 

先ほど申し上げましたとおり、障害福祉計画では、障害福祉サービスの見込量を定めま
す。見込量は、基本的には実績値をもとに算出しますが、アンケート結果を踏まえて、よ
り真の値に近い見込量となるよう、皆様のご意見をいただけたらと考えております。 

アンケートの結果が出ましたら、皆様にあらためてご報告させていただきます。障害政
策課からの説明は、以上となります。 
 
（事務局：障害福祉課） 

ありがとうございました。 
議題６については以上となります。遅塚会長よろしくお願いいたします。 

 
（遅塚会長） 
 ご説明ありがとうございました。 

障害者政策委員会は障害者に関わるもの全てを議論しており、先ほど防災のお話もあり
ましたが、福祉部局だけでなく、教育分野などに関することも障害者計画の方には入って
います。比べて障害福祉計画は、基本的には障害福祉サービスに関わるもののみ入る、と
いう棲み分けになりますので、ご理解いただければと思います。 

ただ今のご報告に関しまして、何かご意見やご質問等ございますか。 
よろしいでしょうか。 

 これで、本日予定されている議題については終了となります。それでは事務局にお返し
いたします。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 本日は長時間にわたり貴重なご意見を頂戴いたしまして、誠にありがとうございまし
た。 

次の協議会は年明けの３月 17 日（火）に開催する予定でございます。詳細は協議会が



25 
 

近づいたらご連絡いたしますが、今後も委員の方々のご協力のもと、審議を進めて参りた
いと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

事務局からは以上です。 
 
（遅塚会長） 
 それでは以上をもちまして令和７年度第２回さいたま市地域自立支援協議会を閉会とい
たします。 

本日はありがとうございました。 
 


